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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐摩耗鋼の厚物化のために、製造費用を増加さ
せる高価な合金元素の添加を低減させ、厚さの中心部ま
で高硬度を確保するとともに溶接部の特性に優れた耐摩
耗鋼、及びこれを製造する方法を提供する。
【解決手段】重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦
３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０、Ｓｉ：０．０５～１．０％、
を含み、残りはＦｅ及び不可避な不純物からなり、面積
分率で４０～５０％の偏析帯領域を含み、微細組織は、
面積分率で６０％以上のマルテンサイト、５～４０％の
残留オーステナイトを含み、前記偏析領域に残留オース
テナイトが形成された鋼とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０、Ｓｉ：０．０５～
１．０％、を含み、残りはＦｅ及び不可避な不純物からなり、
　面積分率で４０～５０％の偏析帯領域を含み、
　微細組織は、面積分率で６０％以上のマルテンサイト、５～４０％の残留オーステナイ
トを含み、
　前記偏析領域に残留オーステナイトが形成されたことを特徴とする溶接性に優れた高マ
ンガン耐摩耗鋼。
【請求項２】
　前記耐摩耗鋼は、Ｎｂ：０．１％以下、Ｖ：０．１％以下、Ｔｉ：０．１％以下及びＢ
：０．０２％からなる群より選択された１種以上をさらに含むことを特徴とする請求項１
に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項３】
　前記偏析帯領域は、前記耐摩耗鋼の圧延方向と厚さ方向の断面において、圧延方向に１
００～１００００μｍ、厚さ方向に５～３０μｍのサイズであることを特徴とする請求項
１に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項４】
　前記残留オーステナイトは面積分率で前記偏析帯の７０～１００％であることを特徴と
する請求項１に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項５】
　前記微細組織は、α’－マルテンサイト（α’－ｍａｒｔｅｎｓｉｔｅ）、イプシロン
マルテンサイト（ε－ｍａｒｅｔｅｎｓｉｔｅ）及び炭化物のうち１種以上を含むことを
特徴とする請求項１に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項６】
　前記マルテンサイトの平均パケットサイズは２０μｍ以下であることを特徴とする請求
項１に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項７】
　　前記耐摩耗鋼の中心部のブリネル硬度が３６０以上であることを特徴とする請求項１
に記載の溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼。
【請求項８】
　面積分率で６０％以上のマルテンサイト、５～４０％の残留オーステナイトを含む耐摩
耗鋼を製造する方法であって、
　重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０、Ｓｉ：０．０５～
１．０％を含み、残りはＦｅ及び不可避な不純物からなる鋼スラブを９００～１１００℃
の温度範囲で０．８ｔ（ｔ：スラブの厚さ、ｍｍ）分以下の時間加熱する段階と、
　前記加熱したスラブを熱間圧延して鋼板を製造する段階と、
　前記鋼板をマルテンサイト変態開始温度（Ｍｓ）以上で０．１～２０℃／ｓの冷却速度
で冷却する段階と、
　を含み、
　前記圧延段階は、圧延した鋼板の偏析帯が圧延方向に対して水平に１００～１００００
μｍ、圧延方向に対して垂直に５～３０μｍのサイズになるように行うことを特徴とする
溶接性に優れた高マンガン耐摩耗鋼の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高硬度が求められる建設重機、ダンプトラック、鉱山用機械装置、コンベヤ
ーなどに適用される鋼に関するもので、より詳細には、溶接性に優れた高マンガン耐摩耗
鋼に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　現在、建設、輸送、鉱山、鉄道などの産業分野などにおいて耐摩耗特性が必要な装置又
は部品には、耐摩耗鋼が用いられている。耐摩耗鋼は、オーステナイト系加工硬化鋼とマ
ルテンサイト系高硬度鋼に大別される。
　オーステナイト系加工硬化鋼の代表的な例には、ヘッドフィールド（Ｈａｄｆｉｅｌｄ
）鋼があり、約１２重量％のマンガン（Ｍｎ）及び約１．２重量％の炭素（Ｃ）を含み、
その微細組織としてはオーステナイトを有し、鉱山産業分野、鉄道分野、軍需分野などの
様々な分野で用いられている。しかし、初期降伏強度が４００ＭＰａ前後と極めて低いた
め、高硬度が求められる一般的な耐摩耗鋼又は構造鋼として適用するには制限がある。
【０００３】
　これに比べて、マルテンサイト系高硬度鋼は、高い降伏強度及び引張強度を有しており
、構造材及び輸送／建設機械などに広く用いられている。通常、高硬度鋼は、十分な硬度
及び強度を得るためのマルテンサイト組織を得るために、高合金の添加及び焼き入れ（Ｑ
ｕｅｎｃｈｉｎｇ）工程が不可欠である。代表的なマルテンサイト系耐摩耗鋼は、ＳＳＡ
Ｂ社のハルドックス（ＨＡＲＤＯＸ：登録商標）シリーズであり、優れた硬度及び強度を
有する。このような耐摩耗鋼は、最近の産業分野の拡大及び産業機械の大型化の傾向によ
り、厚物化への要求が急増している。
　しかし、上述した含鉄副産物をミドレックス（Ｍｉｄｒｅｘ）、ロータリーキルン（Ｒ
ｏｔａｒｙ　Ｋｉｌｎ）などの方式を用いて還元すると、適切な目標還元率を達成するの
に長時間がかかる。また、還元炉から排出された６００℃以上の還元鉄がエネルギー損失
なく直ちに電気炉に投入するためには、還元炉が電気炉の周辺に位置しなければならない
。しかし、レイアウト（Ｌａｙｏｕｔ）上、電気炉のすぐ側面に配置することが容易でな
い上、当該方法は設備が巨大な規模になり、電気炉より設備投資額がさらに発生する可能
性がある。
【０００４】
　最近は、粉鉱石に炭素を内蔵して一定温度以上にすることで還元雰囲気を作り出し、鉱
石と炭素が反応することで、還元が行われるようにする直接還元方式を用いる場合もある
。
　一方、耐摩耗鋼は、その使用環境に応じて、アブレシブ摩耗（Ａｂｒａｓｉｖｅ　ｗｅ
ａｒ）に対する抵抗性が大きいことが求められる場合が多く、アブレシブ摩耗に対する抵
抗性を確保するためには、硬度が極めて重要である。硬度を確保するためには、多量の合
金元素を添加して材料の硬化能を向上させるか、加速冷却を通じて硬質相を確保する。薄
物材の場合、合金元素の添加及び加速冷却を通じて材料の厚さの中心部まで高硬度の組織
を得ることができるが、厚物材の場合は、材料の中心部まで硬質相が得られる程度の十分
な冷却速度を得ることが困難であるため、合金元素を増加させて硬化能を確保して、比較
的低い冷却速度でも高い硬度値を得るのが基本的な方法である。
【０００５】
　しかし、厚物材の場合、厚さの中心部まで硬度を確保するために多量の合金元素を添加
すると、溶接時に溶接熱影響部などに容易に亀裂が発生する。特に、厚物材は、溶接時に
発生する亀裂を抑制するために材料を高温で予熱しなければならないため、溶接性が劣位
となり、結局、溶接費用が増加して使用に制限が生じる。これは溶接性に優れた耐摩耗鋼
の厚物化への大きな障害として認識されている。また、硬化能を増加させるために添加さ
れるＣｒ、Ｎｉ、Ｍｏ等は高価な元素であるため、多くの製造費用がかかるという問題点
がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の一側面は、耐摩耗鋼の厚物化のために、製造費用を増加させる高価な合金元素
の添加を低減させ、厚さの中心部まで高硬度を確保するとともに溶接部の特性に優れた耐
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摩耗鋼、及びこれを製造する方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０、Ｓｉ：
０．０５～１．０％、残りはＦｅ及び不可避な不純物を含み、微細組織は、マルテンサイ
トを主組織とし、面積分率で５～４０％の残留オーステナイトを含む溶接性に優れた高マ
ンガン耐摩耗鋼を提供する。
【０００８】
　また、本発明は、重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０、
Ｓｉ：０．０５～１．０％、残りはＦｅ及び不可避な不純物を含む鋼スラブを９００～１
１００℃の温度範囲で０．８ｔ（ｔ：スラブの厚さ、ｍｍ）分以下の時間加熱する段階と
、加熱したスラブを熱間圧延して鋼板を製造する段階と、鋼板をマルテンサイト変態開始
温度（Ｍｓ）以上で０．１～２０℃／ｓの冷却速度で冷却する段階と、を含む溶接性に優
れた高マンガン耐摩耗鋼の製造方法を提供する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によると、耐摩耗性と溶接性に優れた厚物の耐摩耗鋼を提供することができる。
本発明は、マンガンと炭素の含量を制御することにより、マルテンサイトを容易に形成し
ながら、偏析帯を通じて残留オーステナイトを適切に形成することで、耐摩耗性及び溶接
性をともに向上させることができるという長所がある。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明で限定するマンガンと炭素の含量範囲を示すグラフである。
【図２】発明鋼１の微細組織を観察した写真である。
【図３】比較鋼２のＹ形溶接割れ（Ｙ－ｇｒｏｏｖｅ）試験の結果を観察した写真である
。
【図４】発明鋼１のＹ形溶接割れ（Ｙ－ｇｒｏｏｖｅ）試験の結果を観察した写真である
。
【図５】実施例２において、発明鋼１と比較鋼５の厚さ方向に応じたブリネル硬度の変化
の観察結果を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の発明者らは、従来の耐摩耗鋼の問題を解決すべく鋭意研究した結果、鋳造時、
不可避に発生する偏析、主にマンガン及び炭素の偏析によって微細組織内に偏析帯と副偏
析帯が形成され、これにより、両帯域間で相違する相変態が引き起こされて微細組織の不
均一が生じることが分かった。従来の鋼の内部の偏析は、微細組織の不均一及びこれによ
る物性の不均一を発生させる最大の原因と認識されていたため、均質化処理などを介して
合金元素の拡散を助長して偏析を減少させる等を試みてきた。
　しかし、本発明者らは、逆にこのような偏析を容易に活用する方策を研究し、さらに、
マンガンと炭素の含量を精密に制御して、偏析部に基地組織とは異なる組織を形成させる
ことで、従来の問題が解決できることが分かった。即ち、主な合金元素であるマンガンと
炭素の含量を精密に制御して副偏析帯には主組織であるマルテンサイトを形成させ、偏析
帯には合金元素の濃縮により常温までオーステナイトを残留させて軟質相であるオーステ
ナイトを形成させることにより、従来の耐摩耗鋼の限界であった材料の極厚物化が可能で
、溶接クラックが発生しない経済的な高マンガン耐摩耗鋼が製造できることを見出して本
発明に至った。
【００１２】
　通常、高マンガン鋼とは、マンガンの含量が２．６重量％以上の鋼のことであり、当該
高マンガン鋼の微細組織的特徴を利用して多様な物性組合せを構成することができ、従来
の高炭素高合金マルテンサイト系耐摩耗鋼が有する技術的問題を解決することができると
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いう長所がある。
　本発明は、成分系を制御してマルテンサイトを主組織にし、偏析帯に合金成分の濃縮に
よる残留オーステナイトを含ませることで、耐摩耗性、溶接性等の性能を向上させた厚物
のマンガン耐摩耗鋼に関する。高マンガン鋼においてマンガンの含量が２．６重量％以上
では、連続冷却変態曲線（Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｃｏｏｌｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ　Ｄｉａｇｒａｍ）上において、ベイナイトまたはフェライトの生成曲線が後
方に急激に移動するため、熱間圧延または溶体化処理後、既存の高炭素耐摩耗鋼に比べて
低い冷却速度でもマルテンサイトが安定的に生成される。また、マンガン含量が高いと、
一般的な高炭素マルテンサイト鋼に比べて相対的に低い炭素含量でも高い硬度を得ること
ができるという長所がある。
【００１３】
　このような高マンガン鋼の相変態特性を利用して耐摩耗鋼を製造すると、表層から内部
まで硬度のバラツキが小さいという利点が得られる。マルテンサイトを得るためには、水
冷などにより鋼材を急冷するが、このとき、鋼材の表層から中心部に向かうほど冷却速度
が次第に減少する。従って、鋼材が厚くなるほど、中心部の硬度が著しく低下する。既存
の耐摩耗鋼の成分系を利用して製造する場合、冷却速度が遅いと、微細組織にベイナイト
やフェライトなどの硬度の低い相が多く形成されるが、本発明のように、マンガンの含量
が高い場合には、冷却速度が遅くなっても十分にマルテンサイトが得られるため、厚い鋼
材の中心部まで高い硬度を保持することができる。
　しかし、このような方法により厚物の鋼材を製造すると、中心部の硬化能を確保するた
めに多量のマンガンを添加しなければならず、結局、高い硬化能による溶接熱影響部での
マルテンサイト変態及びこれによる内部変形が溶接割れを引き起こす。よって、合金元素
の増加による耐摩耗鋼材の厚物化は、その限界に達しているといえる。本発明は、このよ
うな問題を解決するために、マンガンと炭素の含量を精密に制御して、溶接熱影響部での
マルテンサイト変態による内部変形を緩和させることができる軟質相であるオーステナイ
トを形成させることにより、上述した問題を解決した。これに対しては、下記実施例を挙
げてより具体的に示した。
【００１４】
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明による耐摩耗鋼は、重量％で、Ｍｎ：５～１５％、Ｃ：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ
≦３０、Ｓｉ：０．０５～１．０％、残りはＦｅ及び不可避な不純物を含み、微細組織は
マルテンサイトを主組織とし、４０％以下の残留オーステナイトを含む。
　まず、本発明の組成範囲について詳細に説明する。成分元素の含量は重量％を意味する
。
【００１５】
マンガン（Ｍｎ）：５～１５％
　マンガン（Ｍｎ）は、本発明で添加する最も重要な元素の一つであり、適正範囲内でオ
ーステナイトを安定化させる役割をすることができる。下記炭素含量の範囲内でマルテン
サイトを安定化させるためには、マンガンが５％以上含まれることが好ましい。５％未満
ではマンガンによるオーステナイトの安定化が十分でないため、偏析部で残留オーステナ
イトを得ることができない。また、１５％を超えて過度に添加されると、残留オーステナ
イトが安定化しすぎて目標とする残留オーステナイトの分率を超えるようになり、また、
マルテンサイトの分率が減少して耐摩耗性の確保に必要な十分な分率の硬質組織を得るこ
とができない。従って、本発明では、マンガンの含量を５～１５％にすることで、熱間圧
延または溶体化処理後、冷却段階で安定したオーステナイト組織を容易に確保することが
できる。
【００１６】
炭素（Ｃ）：１６≦３３．５Ｃ＋Ｍｎ≦３０
　炭素は、マンガンとともに鋼材の硬化能を増加させてマルテンサイトの分率及び硬度の
確保に重要な元素である。特に、偏析部にマンガンとともに偏析されて残留オーステナイ
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トの安定度及び分率の確保に重要な影響を与えるため、本発明では、その効能が極大化す
る成分範囲を限定する。
　本発明で求める残留オーステナイトの分率を十分に確保するための炭素含量の範囲は、
同じ効果を有するマンガンとの組合せによって決まり、そのための炭素含量式である３３
．５Ｃ＋Ｍｎが１６以上であることが好ましい。１６未満ではオーステナイトの安定度が
足りず目標とする残留オーステナイトの分率を満たすことができない。また、３０を超え
ると、オーステナイトが過度に安定化して目標とする残留オーステナイトの分率を得るこ
とができないため、３３．５Ｃ＋Ｍｎの値は、１６～３０の範囲であることが好ましい。
一方、本発明で限定するＭｎとＣの範囲を図１に図式的に示した。
【００１７】
　シリコン（Ｓｉ）：０．０５～１．０％
シリコンは、脱酸剤としての役割をし、固溶強化によって強度を向上させる元素である。
そのためには０．０５％以上添加することが好ましく、その含量が高いと、溶接部はもち
ろんのこと、母材の靭性を低下させるため、その含量の上限は１．０％に限定することが
好ましい。
　また、本発明における耐摩耗鋼は、ニオブ（Ｎｂ）、バナジウム（Ｖ）、チタン（Ｔｉ
）及びボロン（Ｂ）のうち１種以上をさらに添加することで、本発明の効果をさらに向上
させることができる。
【００１８】
Ｎｂ：０．１％以下
　ニオブは、固溶及び析出強化の効果によって強度を増加させ、低温圧延時に結晶粒を微
細化させて衝撃靭性を向上させる元素である。但し、その含量が０．１％を超えると、粗
大な析出物が生成されて、却って硬度及び衝撃靭性を劣化させるため、０．１％以下に限
定することが好ましい。
Ｖ：０．１％以下
　バナジウムは、鉄鋼に固溶されてフェライト及びベイナイトの相変態速度を遅延させて
、マルテンサイトの形成を容易にする効果があり、また、固溶強化効果によって強度を増
加させる。しかし、その含量が０．１％を超えると、効果が飽和され、靭性及び溶接性の
劣化を引き起こし、鋼材の製造原価を著しく増大させるため、０．１％以下に限定するこ
とが好ましい。
【００１９】
Ｔｉ：０．１％以下
　チタンは、焼入れ性の向上に重要な元素であるＢの効果を最大化する元素である。即ち
、チタンは、ＴｉＮを形成してＢＮの形成を抑制することにより、固溶Ｂの含量を増加さ
せて焼入れ性を向上させ、析出されたＴｉＮはオーステナイト結晶粒を固定（ｐｉｎｎｉ
ｎｇ）して結晶粒の粗大化を抑制する効果がある。しかし、過度に添加すると、チタン析
出物の粗大化によって靭性低下などの問題が生じるため、その含量は０．１％以下にする
ことが好ましい。
Ｂ：０．０２％以下
　ボロンは、少量添加しても材料の焼入れ性を効果的に増加させる元素で、結晶粒界の強
化により粒界破壊を抑制する効果があるが、過度に添加すると、粗大な析出物の形成等に
より靭性及び溶接性を低下させるため、０．０２％以下に限定することが好ましい。
【００２０】
　本発明による耐摩耗鋼において、残りの成分は鉄（Ｆｅ）である。但し、通常の鉄鋼製
造過程では、原料又は周囲の環境から意図しない不純物が不可避に混入されることがある
ため、これを排除することはできない。これらの不純物は、通常の鉄鋼製造過程の技術者
であれば誰でも分かることであるため、本明細書ではその全内容を具体的に言及しない。
　本発明の耐摩耗鋼はマルテンサイトを主組織とし、面積分率で６０％以上を含むことが
好ましい。マルテンサイトの分率が６０％未満では、本発明が意図する硬度を確保するこ
とができない。
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　また、残留オーステナイトは、面積分率で５～４０％であることが好ましい。残留オー
ステナイトの分率が５％未満になると、溶接時に変形（ｓｔｒａｉｎ）を吸収することが
できないため、溶接性を確保することができない。一方、残留オーステナイトの分率が４
０％を超えると、軟質相であるオーステナイトの分率が増加し過ぎて耐摩耗性に必要な硬
度を確保することができない。残りは製造過程で不可避に生成される相が含まれることが
できる。このようなその他の組織には、α’－マルテンサイト（α’－ｍａｒｔｅｎｓｉ
ｔｅ）、イプシロンマルテンサイト（ε－ｍａｒｅｔｅｎｓｉｔｅ）または炭化物などが
ある。
【００２１】
　本発明の微細組織についてより詳細に説明する。後述するように、本発明は、鋼スラブ
内に形成された偏析帯を利用する。即ち、鋼スラブ内に形成された偏析帯を圧延、冷却す
る過程で維持させ、偏析帯で残留オーステナイトの形成を誘導する。本発明の耐摩耗鋼で
は、偏析帯が形成された部分を偏析帯領域と表現することもある。
　本発明の耐摩耗鋼は主組織としてマルテンサイト組織を含み、偏析帯領域を面積分率で
４０～５０％含む。残留オーステナイトは、偏析帯領域に形成されていることが好ましい
。このときの残留オーステナイトは、偏析帯領域の全体に形成されてもよく、それより小
さい範囲に形成されてもよい。従って、残留オーステナイトは、鋼の面積分率で５～４０
％であることが好ましい。
【００２２】
　従って、本発明の耐摩耗鋼は、基地組織がマルテンサイト組織からなり、偏析帯領域に
形成された残留オーステナイトを含み、残留オーステナイトが形成されない部分にその他
の組織が形成されることができる。このとき、残留オーステナイトは、偏析帯の面積分率
で７０～１００％であることが好ましく、残りにはその他の組織が形成されることができ
る。
　一方、残留オーステナイト組織が形成された偏析帯領域は、耐摩耗鋼の圧延方向をｘ軸
、幅方向をｙ軸、厚さ方向をｚ軸としたとき、圧延方向と厚さ方向の断面、即ち、ｘ－ｚ
断面において、圧延方向（ｘ軸方向）に１００～１００００μｍ、厚さ方向（ｚ軸）に５
～３０μｍのサイズであることが好ましい。偏析帯領域は残留オーステナイトが生成され
る区域であり、鋼スラブに形成された偏析帯とは区別されるもので、圧延後の鋼において
偏析帯であった部分を示す。偏析帯領域は、圧延が進行するにつれて、圧延方向に対する
水平方向に長く形成され、相対的に圧延方向に対する垂直方向（鋼板の厚さ方向）には短
く形成される。
【００２３】
　一方、マルテンサイトの平均パケットサイズが２０μｍ以下であることが好ましい。パ
ケットサイズが２０μｍ以下の場合、マルテンサイト組織が微細化して衝撃靭性がより向
上することができる。パケットサイズは小さければ小さいほど有利であり、その下限を特
に限定しない。但し、現在、技術の限界によりパケットサイズが最小３μｍ以上である。
パケットサイズは、熱間圧延及び冷却工程を適用する場合には、仕上げ圧延温度が低いほ
ど小さくなり、熱圧鋼板を再加熱及び冷却工程を適用して製造する場合には、再加熱温度
が低いほど小さくなる。本発明の成分範囲でパケットサイズを２０μｍ以下にするために
は、仕上げ圧延温度は９００℃以下、再加熱温度は９５０℃以下を維持することが好まし
い。
　本発明による成分範囲の鋼材を用い、熱間圧延及び冷却又は再加熱及び冷却の製造法を
適用すると、高い硬化能により冷却速度の低い厚物材の中心部でもマルテンサイトを確保
することができ、高い硬化能によるマルテンサイトの変態時の残留応力による溶接部及び
溶接熱影響部の割れは、残留オーステナイトの存在により変形吸収が可能で、中心部でも
ブリネル硬度が３６０以上の溶接割れのない極厚物の耐摩耗鋼を製造することができる。
中心部とは、板の厚さ方向の約１／２部分までを意味する。
【００２４】
　以下、本発明の製造方法について詳細に説明する。
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　本発明は、組成を満たす鋼スラブを９００～１１００℃の温度まで０．８ｔ（ｔ：スラ
ブ厚）分以下の時間加熱する段階と、加熱したスラブを熱間圧延する段階と、熱間圧延し
たスラブをマルテンサイト変態開始温度（Ｍｓ）以上で０．１～２０℃／ｓの冷却速度で
冷却する段階と、を含む。
　上記組成を満たす鋼スラブを９００～１１００℃の温度範囲で加熱する。鋼スラブは、
製造過程（鋳造過程等）で合金元素の偏析帯が発生し、温度が１１００℃を超えると、過
度な熱量により偏析帯に偏析された合金元素の均質化が行われる。このように偏析帯が少
なくなると、残留オーステナイトを確保する空間が足りなくなるため、本発明の目的を達
成することが困難である。従って、加熱温度を１１００℃以下にすることが好ましい。一
方、鋼スラブを９００℃未満で加熱すると、鋼スラブの十分なオーステナイト化が進行し
ないため、その後、相変態を通じた本発明の耐摩耗鋼を確保することが困難である。
【００２５】
　一方、本発明では、鋼スラブの加熱時間を０．８ｔ（ｔ：スラブの厚さ、ｍｍ）分以下
にすることが好ましい。加熱時間が０．８ｔ分を超えると、過度な熱量の供給によりスラ
ブ内の偏析が均質化するという問題がある。但し、その下限は特に限定しない。
　即ち、本発明では、鋼スラブの加熱温度及び加熱時間を制御することにより、鋼スラブ
に形成された偏析帯が消滅せずに維持されるようにする。
　加熱した鋼スラブを熱間圧延して鋼板を製造する。熱間圧延の方法は特に限定されず、
当該技術分野における通常の方法で行う。
【００２６】
　熱間圧延時の仕上げ圧延は、７５０℃以上で行うことが好ましい。本発明の技術具現上
、仕上げ圧延の温度は特に限定されないが、仕上げ圧延温度が７５０℃未満と低すぎると
、適正押下による圧延が行われないため、圧延形状が劣位となる恐れがある。従って、仕
上げ圧延は、７５０℃以上の温度で行うことが好ましい。
　圧延後の鋼板内には偏析帯が維持されており、このとき、偏析帯のサイズは、上述した
ように、圧延方向（ｘ軸方向）に１００～１００００μｍ、厚さ方向（ｚ軸）に５～３０
μｍであることが好ましい。
　熱間圧延した鋼板をマルテンサイト変態開始温度（Ｍｓ）以上の温度で０．１～２０℃
／ｓの冷却速度で冷却する。冷却は、相変態が完了するまで行うことが好ましい。冷却に
より、本発明の耐摩耗鋼の微細組織の主相をマルテンサイト組織にすることができる。冷
却速度が０．１℃／ｓ未満では自動焼戻しが発生し、十分なマルテンサイト組織が形成さ
れない。特に中心部で十分なマルテンサイト組織を形成することが困難であり、本発明で
求める硬度を確保することが困難である。一方、冷却速度が２０℃／ｓを超えると、偏析
帯で残留オーステナイトの相変態を利用することが困難となり、その結果、オーステナイ
トの分率が足りず溶接性の低下を防ぐことができないという問題がある。
【００２７】
　冷却過程により、本発明の耐摩耗鋼の微細組織はマルテンサイトを主相にし、残留オー
ステナイトを面積分率で５～４０％含む。残留オーステナイトは、偏析帯領域に形成され
たもので、偏析帯から由来したものである。
　本発明では、再加熱を行い、冷却する段階をさらに含んでもよい。再加熱及び冷却によ
りマルテンサイトのパケットサイズを２０μｍ以下にすることができ、このとき、再加熱
温度は９５０℃以下であることが好ましい。
【００２８】
　以下、本発明の実施例について詳細に説明する。下記実施例は、本発明の理解を助ける
ためのものであり、本発明を限定するものではない。
（実施例１）
　下記表１の組成を満たすインゴットを真空誘導溶解炉で製造し、８０ｍｍ厚さのスラブ
を得た。このスラブを１０５０℃で５０分加熱し、粗圧延及び仕上げ圧延を施して３０ｍ
ｍ厚さの板材を製造した。その後、加速冷却または空冷し、試験用途に応じて、一部の仕
上げ圧延温度を調整した。
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【表１】

【００３０】
　このようにして得られた板材の微細組織、ブリネル硬度、耐摩耗性、溶接性などを評価
するために、試験に適した形態の試片を製造した。微細組織は光学顕微鏡及び走査型電子
顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて観察し、耐摩耗性はＡＳＴＭ　Ｇ６５に記載された方法で実験
し、重量減量を測定して比較した。溶接性の評価のために、同じ溶接材料を用いてＹ形溶
接割れ試験を行い、予熱はしなかった。Ｙ形溶接割れの発生の有無を顕微鏡で観察した。
　本実施例で用いた試片の製造方法は、発明鋼の場合は、高い合金元素の添加により十分
な硬化能が得られるため、別途の冷却設備を適用せずに空冷を施し、比較鋼の場合は、熱
間圧延後すぐに急速冷却してマルテンサイトを得た。しかし、発明鋼の場合、必要に応じ
て、熱間圧延後に加速冷却してもよく、別途の熱処理設備を用いて再加熱した後に加速冷
却または空冷によりマルテンサイトを得てもよい。本発明は、熱間圧延後に何れの冷却方
法を適用してもよい。
【００３１】
　下記表２において、組織及びブリネル硬度は鋼板の中心部で測定した。これは、鋼板の
中心部の組織と硬度が満たされれば、鋼板の厚さ全体で満たされることになるためである
。
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　表２において、Ｍはマルテンサイト、Ａは残留オーステナイト、Ｒはその他の相を示す
。
【００３２】
　図２は発明鋼１の微細組織を観察した写真である。図２を基にすると、本発明のマルテ
ンサイト組織に残留オーステナイトが含まれていることが分かる。
　表２に示したとおり、発明鋼１～７は、鋼材の成分が本発明の成分範囲を満たすため、
硬化能が増加して中心部で３６０以上の値のブリネル硬度が得られることが分かる。また
、本発明の成分範囲を満たすことにより、目標とするオーステナイトの分率が得られて、
高い硬化能にもかかわらず、溶接割れが発生しないことが分かる。このうち、ニオブを添
加した場合（発明鋼６）にはさらに硬度が上昇し、特に、ニオブ、バナジウム、チタン、
ボロンを全て添加した発明鋼７は、硬度及び耐摩耗性に優れることが分かる。
　空冷によって製造された発明鋼の場合、中心部でも全てブリネル硬度３６０以上を満た
しており、発明鋼より厚い厚物材の中心部でも同じ結果が得られることが期待できる。
　また、Ｙ型溶接割れ試験の結果を見ると、比較鋼１及び２は、高い硬化能及びこれによ
って溶接によるマルテンサイト変態により溶接割れが発生することが分かる。比較鋼５は
、合金元素を添加して中心部の硬度を確保したが、硬化能の増加による溶接割れの発生は
避けられないことが分かる。図３は比較鋼２のＹ溶接割れ試験の結果を示したものであり
、図４は発明鋼１のＹ溶接割れ試験の結果を示したものである。図３及び４から、本発明
による発明例は優れた溶接性を有することが分かる。
【００３３】
（実施例２）
　実施例１の表１における発明鋼１と比較鋼５の組成を有する厚さ７０ｍｍの鋼板をそれ
ぞれ製造した。
　このように、鋼板の厚さによるブリネル硬度の分布を測定し、その結果を図５に示した
。図５の結果から、本発明による耐摩耗鋼は厚さ方向に硬度分布が一定であるが、比較鋼
では中心部で硬度が著しく低下することが分かる。従って、本発明の耐摩耗鋼は、中心部
に行くにつれて硬度が低下せず耐摩耗鋼の全体的な寿命が減少しない技術的効果があるこ
とが分かる。
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